
 

 

 

付 議 第 ５ 号 

 

 

高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例を廃止する条例議案に係る意

見聴取に関する議案 

 

 

 令和６年２月高知県議会定例会提出予定の別紙議案に係る地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 29 条の規定に基づく高知県

知事からの意見聴取に対し、適当であると認めることについて、議決を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高知県教育委員会事務委任等規則（平成 4年教育委員会規則第１号）    

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。

   （５）教育予算その他議会の議決を経るべき事件の議案について意見を述べること。 
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第   号 

 

高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例を廃止する条例議案 

 

高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

令和６年２月 日提出 

 

高知県知事 濵田 省司 

 

高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例を廃止する条例 

 

高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例（平成19年高知県条例第10号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （高知県住民基本台帳法施行条例の一部改正） 

２ 高知県住民基本台帳法施行条例（平成14年高知県条例第33号）の一部を次のように改

正する。 

  別表第２教育委員会の項中 

「３ 高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例（平成19年高知県条例第10号）により

貸与された奨学金の返還又はその延滞金の徴収に係る奨学金の貸与を受けた者若

しくはその相続人又は当該奨学金の貸与を受けた者の連帯保証人若しくはその相

続人の生存の事実又は氏名、生年月日若しくは住所の確認 

 ４ 高知県地域改善対策奨学資金の貸与に関する条例を廃止する条例（平成14年高

知県条例第31号）による廃止前の高知県地域改善対策奨学資金の貸与に関する条

例（昭和57年高知県条例第28号）により貸与された奨学金又は通学用品等助成金

（以下この項において「奨学資金」という。）の返還又はその延滞利子の徴収に

係る奨学資金の貸与を受けた者若しくはその相続人又は当該奨学資金の貸与を受

けた者の連帯保証人若しくはその相続人の生存の事実又は氏名、生年月日若しく

は住所の確認 

 ５ 高知県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供並びに個人番号カ

ードの利用に関する条例別表第１の第２欄に掲げる事務のうち教育委員会が行う 

もの                                  」 

 を 

別紙 
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「３ 高知県地域改善対策奨学資金の貸与に関する条例を廃止する条例（平成14年高

知県条例第31号）による廃止前の高知県地域改善対策奨学資金の貸与に関する条

例（昭和57年高知県条例第28号）により貸与された奨学金又は通学用品等助成金

（以下この項において「奨学資金」という。）の返還又はその延滞利子の徴収に

係る奨学資金の貸与を受けた者若しくはその相続人又は当該奨学資金の貸与を受

けた者の連帯保証人若しくはその相続人の生存の事実又は氏名、生年月日若しく

は住所の確認 

 ４ 高知県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供並びに個人番号カ

ードの利用に関する条例別表第１の第２欄に掲げる事務のうち教育委員会が行う 

もの                                  」 

 に改める。 

（高知県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供並びに個人番号カードの利用に

関する条例の一部改正） 

３ 高知県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供並びに個人番号カードの利用に

関する条例（平成27年高知県条例第69号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１中 

「 
   

(14) 教育委員会 高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例（平成19年高知県

条例第10号）による奨学金の貸与に関する事務であって規

則で定めるもの 

」    

 を 

「 
   

(14) 削除  

」    

 に改める。 

別表第３の(６)の項を削る。 

  



 

３ 

参考資料１ 

 

高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例を廃止する条例議案説明 

 

この条例は、その目的を達成した高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例を廃止しよう

とするものである。 

 



新      旧      対      照      表 

新 

高知県住民基本台帳法施行条例（抜粋） 

 

旧 

高知県住民基本台帳法施行条例（抜粋） 

 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号。以下

「法」という。）の規定に基づき、法の施行に関し必要な事項を

定めるものとする。 

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号。以下

「法」という。）の規定に基づき、法の施行に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（都道府県知事保存本人確認情報を利用することができる事務） （都道府県知事保存本人確認情報を利用することができる事務） 

第２条 法第30条の15第１項第２号の都道府県知事保存本人確認情

報（法第30条の８に規定する都道府県知事保存本人確認情報をい

い、住民票コード（法第７条第13号に規定する住民票コードをい

う。）を除く。次条において同じ。）を利用することができる条

例で定める事務は、別表第１に定める事務及び高知県行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供並びに

個人番号カードの利用に関する条例（平成27年高知県条例第69

号）別表第１の第２欄に掲げる事務のうち知事が行うものとす

る。 

第２条 法第30条の15第１項第２号の都道府県知事保存本人確認情

報（法第30条の８に規定する都道府県知事保存本人確認情報をい

い、住民票コード（法第７条第13号に規定する住民票コードをい

う。）を除く。次条において同じ。）を利用することができる条

例で定める事務は、別表第１に定める事務及び高知県行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供並びに

個人番号カードの利用に関する条例（平成27年高知県条例第69

号）別表第１の第２欄に掲げる事務のうち知事が行うものとす

る。 

（都道府県知事保存本人確認情報を提供する他の執行機関等） （都道府県知事保存本人確認情報を提供する他の執行機関等） 

第３条 法第30条の15第２項第２号の都道府県知事保存本人確認情

報を提供する条例で定める知事以外の県の執行機関（以下「他の

執行機関」という。）及び条例で定める事務は、別表第２に定め

るとおりとする。 

第３条 法第30条の15第２項第２号の都道府県知事保存本人確認情

報を提供する条例で定める知事以外の県の執行機関（以下「他の

執行機関」という。）及び条例で定める事務は、別表第２に定め

るとおりとする。 

２ 略 ２ 略 

参
考
資
料
２

 

４
 



別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

他の執行機関 事務 

教育委員会 １ 高知県高等学校定時制課程及び通信制課程

修学奨励資金貸与条例（昭和49年高知県条例

第39号）により貸与された修学奨励資金の返

還又はその延滞利子の徴収に係る修学奨励資

金の貸与を受けた者若しくはその相続人又は

当該修学奨励資金の貸与を受けた者の連帯保

証人若しくはその相続人の生存の事実又は氏

名、生年月日若しくは住所の確認 

 ２ 高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条

例（平成14年高知県条例第３号）により貸与

された奨学金の返還又はその延滞利子の徴収

に係る奨学金の貸与を受けた者若しくはその

相続人又は当該奨学金の貸与を受けた者の連

帯保証人若しくはその相続人の生存の事実又

は氏名、生年月日若しくは住所の確認 

    

 

 

 

 

 

 
 

他の執行機関 事務 

教育委員会 １ 高知県高等学校定時制課程及び通信制課程

修学奨励資金貸与条例（昭和49年高知県条例

第39号）により貸与された修学奨励資金の返

還又はその延滞利子の徴収に係る修学奨励資

金の貸与を受けた者若しくはその相続人又は

当該修学奨励資金の貸与を受けた者の連帯保

証人若しくはその相続人の生存の事実又は氏

名、生年月日若しくは住所の確認 

 ２ 高知県高等学校等奨学金の貸与に関する条

例（平成14年高知県条例第３号）により貸与

された奨学金の返還又はその延滞利子の徴収

に係る奨学金の貸与を受けた者若しくはその

相続人又は当該奨学金の貸与を受けた者の連

帯保証人若しくはその相続人の生存の事実又

は氏名、生年月日若しくは住所の確認 

 ３ 高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例

（平成19年高知県条例第10号）により貸与さ

れた奨学金の返還又はその延滞金の徴収に係

る奨学金の貸与を受けた者若しくはその相続

人又は当該奨学金の貸与を受けた者の連帯保

証人若しくはその相続人の生存の事実又は氏

名、生年月日若しくは住所の確認 
 

５
 



 ３ 高知県地域改善対策奨学資金の貸与に関す

る条例を廃止する条例（平成14年高知県条例

第31号）による廃止前の高知県地域改善対策

奨学資金の貸与に関する条例（昭和57年高知

県条例第28号）により貸与された奨学金又は

通学用品等助成金（以下この項において「奨

学資金」という。）の返還又はその延滞利子

の徴収に係る奨学資金の貸与を受けた者若し

くはその相続人又は当該奨学資金の貸与を受

けた者の連帯保証人若しくはその相続人の生

存の事実又は氏名、生年月日若しくは住所の

確認 

 ４ 高知県行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用並びに特定個人情報の利用

及び提供並びに個人番号カードの利用に関す

る条例別表第１の第２欄に掲げる事務のうち

教育委員会が行うもの 

略 略 

 

 ４ 高知県地域改善対策奨学資金の貸与に関す

る条例を廃止する条例（平成14年高知県条例

第31号）による廃止前の高知県地域改善対策

奨学資金の貸与に関する条例（昭和57年高知

県条例第28号）により貸与された奨学金又は

通学用品等助成金（以下この項において「奨

学資金」という。）の返還又はその延滞利子

の徴収に係る奨学資金の貸与を受けた者若し

くはその相続人又は当該奨学資金の貸与を受

けた者の連帯保証人若しくはその相続人の生

存の事実又は氏名、生年月日若しくは住所の

確認 

 ５ 高知県行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用並びに特定個人情報の利用

及び提供並びに個人番号カードの利用に関す

る条例別表第１の第２欄に掲げる事務のうち

教育委員会が行うもの 

略 略 
 

  

６
 



新      旧      対      照      表 

新 

高知県行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用並びに特定

個人情報の利用及び提供並びに個人番号カードの利用に関

する条例（抜粋） 

 

旧 

高知県行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用並びに特定

個人情報の利用及び提供並びに個人番号カードの利用に関

する条例（抜粋） 

 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「法」

という。）第９条第２項及び第４項の規定に基づく個人番号及び

特定個人情報の利用並びに法第19条第11号の規定に基づく特定個

人情報の提供並びに法第18条の規定に基づく個人番号カードの利

用に関し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「法」

という。）第９条第２項及び第４項の規定に基づく個人番号及び

特定個人情報の利用並びに法第19条第11号の規定に基づく特定個

人情報の提供並びに法第18条の規定に基づく個人番号カードの利

用に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 個人情報 法第２条第３項に規定する個人情報のうち、県

の機関が保有するものをいう。 

(１) 個人情報 法第２条第３項に規定する個人情報のうち、県

の機関が保有するものをいう。 

(２) 個人番号 法第２条第５項に規定する個人番号をいう。 (２) 個人番号 法第２条第５項に規定する個人番号をいう。 

(３) 個人番号カード 法第２条第７項に規定する個人番号カー

ドをいう。 

(３) 個人番号カード 法第２条第７項に規定する個人番号カー

ドをいう。 

(４) 特定個人情報 個人番号（個人番号に対応し、当該個人番

号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住

民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第７条第13号に規定する

(４) 特定個人情報 個人番号（個人番号に対応し、当該個人番

号に代わって用いられる番号、記号その他の符号であって、住

民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第７条第13号に規定する

７
 



住民票コード以外のものを含む。以下同じ。）をその内容に含

む個人情報をいう。 

住民票コード以外のものを含む。以下同じ。）をその内容に含

む個人情報をいう。 

(５) 個人番号利用事務実施者 法第２条第12項に規定する個人

番号利用事務実施者をいう。 

(５) 個人番号利用事務実施者 法第２条第12項に規定する個人

番号利用事務実施者をいう。 

(６) 情報提供ネットワークシステム 法第２条第14項に規定す

る情報提供ネットワークシステムをいう。 

(６) 情報提供ネットワークシステム 法第２条第14項に規定す

る情報提供ネットワークシステムをいう。 

(７) 県の機関 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２編第７

章に基づいて設置される高知県の執行機関、高知県公営企業の

設置等に関する条例（昭和41年高知県条例第48号）第３条第２

項の規定により置かれる公営企業局若しくは高知県警察本部

（警察署を含む。）若しくはこれらに置かれる機関又はこれら

の機関の職員であって法令（法律及び法律に基づく命令をい

う。）若しくは条例等により独立に権限を行使することを認め

られたものをいう。 

(７) 県の機関 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２編第７

章に基づいて設置される高知県の執行機関、高知県公営企業の

設置等に関する条例（昭和41年高知県条例第48号）第３条第２

項の規定により置かれる公営企業局若しくは高知県警察本部

（警察署を含む。）若しくはこれらに置かれる機関又はこれら

の機関の職員であって法令（法律及び法律に基づく命令をい

う。）若しくは条例等により独立に権限を行使することを認め

られたものをいう。 

(８) 条例等 条例及び規則（地方自治法第138条の４第２項に

規定する規程及び地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第

10条に規定する企業管理規程を含む。第４条第５項及び第５条

第２項において同じ。）をいう。 

(８) 条例等 条例及び規則（地方自治法第138条の４第２項に

規定する規程及び地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第

10条に規定する企業管理規程を含む。第４条第５項及び第５条

第２項において同じ。）をいう。 

（個人番号及び特定個人情報の利用の範囲） （個人番号及び特定個人情報の利用の範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の第１欄

に掲げる県の機関が行う同表の第２欄に掲げる事務及び法別表第

２の第２欄に掲げる事務のうち県の機関が行うものとする。 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の第１欄

に掲げる県の機関が行う同表の第２欄に掲げる事務及び法別表第

２の第２欄に掲げる事務のうち県の機関が行うものとする。 

２ 法第９条第４項の規定により、前項の別表第１(６)の項から

(９)の４の項まで及び(15)の項から(19)の項までに掲げる県の機

関が行う事務については、当該県の機関以外の者（規則で定める

２ 法第９条第４項の規定により、前項の別表第１(６)の項から

(９)の４の項まで及び(15)の項から(19)の項までに掲げる県の機

関が行う事務については、当該県の機関以外の者（規則で定める

８
 



者に限る。）に、当該事務の処理に関して必要とされる他人の個

人番号を記載した書面の提出その他の他人の個人番号を利用した

事務を行わせることができる。 

者に限る。）に、当該事務の処理に関して必要とされる他人の個

人番号を記載した書面の提出その他の他人の個人番号を利用した

事務を行わせることができる。 

３ 別表第２の第１欄に掲げる県の機関は、当該県の機関が行う同

表の第２欄に掲げる事務を処理するために必要な限度で、同表の

第３欄に掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用

することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワ

ークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特

定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りでな

い。 

３ 別表第２の第１欄に掲げる県の機関は、当該県の機関が行う同

表の第２欄に掲げる事務を処理するために必要な限度で、同表の

第３欄に掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用

することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワ

ークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特

定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りでな

い。 

４ 県の機関は、法別表第２の第２欄に掲げる事務のうち当該県の

機関が行うものを処理するために必要な限度で、同表の第４欄に

掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用すること

ができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシス

テムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情

報の提供を受けることができる場合は、この限りでない。 

４ 県の機関は、法別表第２の第２欄に掲げる事務のうち当該県の

機関が行うものを処理するために必要な限度で、同表の第４欄に

掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用すること

ができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシス

テムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情

報の提供を受けることができる場合は、この限りでない。 

５ 前２項の規定に基づき特定個人情報の利用があった場合におい

て、他の条例、規則その他の規程の規定により当該特定個人情報

と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられているとき

は、当該書面の提出があったものとみなす。 

５ 前２項の規定に基づき特定個人情報の利用があった場合におい

て、他の条例、規則その他の規程の規定により当該特定個人情報

と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられているとき

は、当該書面の提出があったものとみなす。 

（特定個人情報の提供） （特定個人情報の提供） 

第５条 法第19条第11号の条例で定める特定個人情報を提供するこ

とができる場合は、別表第３の第１欄に掲げる県の機関が、同表

の第３欄に掲げる県の機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を

処理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供

第５条 法第19条第11号の条例で定める特定個人情報を提供するこ

とができる場合は、別表第３の第１欄に掲げる県の機関が、同表

の第３欄に掲げる県の機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を

処理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供

９
 



を求めた場合において、同表の第３欄に掲げる県の機関が当該特

定個人情報を提供するときとする。 

を求めた場合において、同表の第３欄に掲げる県の機関が当該特

定個人情報を提供するときとする。 

２ 前項の規定に基づき特定個人情報の提供があった場合におい

て、他の条例、規則その他の規程の規定により当該特定個人情報

と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられているとき

は、当該書面の提出があったものとみなす。 

２ 前項の規定に基づき特定個人情報の提供があった場合におい

て、他の条例、規則その他の規程の規定により当該特定個人情報

と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられているとき

は、当該書面の提出があったものとみなす。 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

１ 県の機関 ２ 事務 

(１)～(13) 略 略 

(14) 削除  

 

 

(15)～(19) 略 略 
 

１ 県の機関 ２ 事務 

(１)～(13) 略 略 

(14) 教育委員 

会 

高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例（平

成19年高知県条例第10号）による奨学金の貸

与に関する事務であって規則で定めるもの 

(15)～(19) 略 略 
 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

１ 情報照

会機関 
２ 事務 

３ 情報提

供機関 
４ 特定個人情報 

(１)～(４)

略 

略 略 略 

(５) 教育

委 員

会 

高知県高等学校

等奨学金の貸与

に関する条例に

よる奨学金の貸

与に関する事務

であって規則で 

知事 次に掲げる情報

であって規則で定

めるもの 

  ア 障害者関係

情報 

  イ 生活保護関 
 

１ 情報照

会機関 
２ 事務 

３ 情報提

供機関 
４ 特定個人情報 

(１)～(４)

略 

略 略 略 

(５) 教育

委 員

会 

高知県高等学校

等奨学金の貸与

に関する条例に

よる奨学金の貸

与に関する事務

であって規則で 

知事 次に掲げる情報

であって規則で定

めるもの 

  ア 障害者関係

情報 

  イ 生活保護関 
 

1
0
 



 定めるもの  係情報 

   ウ 外国人生活

保護関係情報 

 

 

 

 定めるもの  係情報 

   ウ 外国人生活

保護関係情報 

(６) 教育

委 員

会 

高知県県立高校

通学支援奨学金

貸与条例による

奨学金の貸与に

関する事務であ

って規則で定め

るもの 

知事 次に掲げる情報

であって規則で定

めるもの 

  ア 障害者関係

情報 

  イ 生活保護関

係情報 

   ウ 外国人生活

保護関係情報 
 1

1
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参考資料３  
高等学校課 

 

 高知県県立高校通学支援奨学金貸与条例を廃止する条例  

 

１ 目的 

  その目的を達成した条例を廃止する。 

 

 

２ 廃止する条例の概要 

 大栃高等学校、仁淀高等学校、宿毛高等学校大月分校の統廃合による激

変緩和措置として、通学に係る経費の負担の増加を軽減するため、募集停

止から３年間の間に入学した者に奨学金を貸与することにより、教育の機

会均等を図り、もって社会において有為な人材を育成することを目的とし

た条例 

 

 

３ 貸与・返還実績 

  平成 21 年度から平成 25 年度に、上記の貸与を行った。 

  平成 23 年４月分から令和５年９月分として、全額の返還があった。 

 

 

４ 施行期日 

  公布の日から施行する。 

統廃合県立高校 人数 貸与額 

大栃高等学校（平成 20 年度募集停止） ２名 600,000 円 

仁淀高等学校（平成 21 年度募集停止） ６名 2,825,000 円 

宿毛高等学校大月分校（平成 24 年度募集停止） １名 180,000 円 

計 ９名 3,605,000 円 


